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労働組合の組織の変化と担い手の意識
小 熊 　 信
1．は じ め に
　厚生労働省の労使関係総合調査（労働組合基礎
調査）によれば，2014 年時点における労働組合
の組織数（単一労働組合）は 25,279 であり，そ
の労働組合に組織されている組合員数は 985 万人
となっている。それに対し，総務省統計局が労働
力調査のなかで調べている雇用者数は 5,617 万人
であり，これを母数とすると労働組合による推定
組織率は 17.5％となっている。両調査をもとに計
算されている推定組織率については長期的に減少
が続いている（第 1図）。
　労働組合による推定組織率の減少が続く一方
で，仕事や職場における問題の発生が少なくなっ
ているわけではない。一例として，東京都の労働
経済局労政部労働組合課がとりまとめている「東
京都の労働相談の状況（労働相談及びあっせんの
概要）」における労働相談の状況をみると，都内
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の労政事務所において 1 年間に受け付けた労働相
談の件数（都民以外にも労使からの相談も含む）
は，1991 年度（30,747 件）には 3 万件前後であっ
たものが，1993 年度（42,047 件）には 4 万件前
後に達し，さらに 1997 年度（48,875 件）には 5
万件に近づき，2006 年度（55,700 件）以降は直
近の結果である 2014 年度（53,104 件）に至るま
で 5 万件を超えた状態のまま推移している。労働
組合の組織率の低下とは裏腹に，問題の発生は増
加傾向にあることがうかがえる。
　同時に，労働者の働き方は，非正規労働者の拡
大に表れているように多様化し，その結果として
の職場における雇用形態のモザイク化は，正規・
非正規間の均等・均衡処遇など労使間で議論すべ
き領域を拡大させている。また，中村圭介は職場
における非正規労働の拡大について「正規労働者
だけからなる集団は，非正規労働者によって浸食
されつつある。それを放置したままにしておけば，
自らの役割や地位は危ういものとなる。」（中村 
2009：64）と指摘しているように，未組織労働者と
しての非正規労働者の拡大は，正規労働者にとっ
ても他人事では済まされない問題となっている。
　さらに，正規労働者のなかにおいても働き方の
多様化が進められている。具体的には，育児・介
護休業法の拡充とともに，私的な生活領域に含ま
れる育児や介護と職業生活との両立策が模索され
ている。そのなかには，休業の制度化にとどまら
ず，短時間勤務制度の導入や始業・就業時刻の繰
上げ・繰下げの制度化などが，法によって企業に
義務化されている。しかし，近年，問題として顕
在化しているマタニティー・ハラスメントのよう
に，制度が義務化されても，その制度が利用可能
となるとは限らない。正規労働者においても仕事
と生活の両立を実現するための多様な働き方を現
実のものとするためには，ただ，制度が法律によっ
て義務化されるだけでなく，職場において利用可
能な状況を作り出していく取り組みが不可欠と
なっている。
　仕事や職場をめぐる環境変化のなかで，労働組
合が果たすべき役割は小さくないものの，その組
織人員では縮小が続いている。本稿では，はじめ
に労働組合の組織人員をめぐる状況について労働
組合による認識や官庁統計の結果をもとに確認し
た後に，労働組合の若手役員を対象に実施された
個人アンケートから，組織の担い手における変容
について取り上げることとする。そして，その両
者から浮かび上がる労働組合の組織が抱える課題
について指摘する。
2．組織人員をめぐる状況
（1）　官庁統計にみる組織人員の推移
　はじめににおいて既に取り上げているように，
労働組合による推定組織率はほぼ一貫して低下す
る傾向が続いている。推定組織率は労働組合員数
と雇用者数から計算されているが，はじめにその
両者の推移を確認しておこう。
　労働組合員数に関しては，1947 年の調査開始
以来，組合員数は増加し，1973 年（1210 万人）
に 1,200 万人台となって以降は横ばいで推移した
ものの，1999 年（1,182 万人）には 1200 万人を
下回り，さらに 2002 年（1,080 万人）になると 1,100
万人を割り込む。そして，2011 年（996 万人）以
降は 1000 万人を下回った状態で現在に至るまで
推移している。労働組合員数の減少は 1990 年代
後半より顕在化している。
　もう一方の雇用者数は，ほぼ一貫して増加する
傾向にある。労働組合員数が 1,200 万人台に達し
た 1973 年には 3,659 万人だったが，それ以降，労
働組合員数が横ばいで推移する一方で雇用者数は
拡大を続け，労働組合員数が 1,200 万人を下回り
はじめた 1999 年には雇用者数が 5,321 万人と，
1973 年に比べ 1,600 万人，比率にして 5 割近くの
増加となっている。2000 年以降は労働組合員数が
減少をする一方で，雇用者数は拡大を続けている。
　雇用者数と労働組合員数の推移とを比べると，
1970 年代のはじめまでは雇用者数，労働組合員
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数とも増加していたが，1970 年代半ば以降，雇
用者数の増加が続く一方で，労働組合員数は頭う
ちとなった結果，推定組織率は落ち込みはじめた。
さらに，1990 年代後半からは雇用者数の増加の
一方で，労働組合員数が減少に転じたために，推
定組織率の低下に拍車がかかることとなった。
（2）　組織率低下の背景
　労働組合員数の減少は，個々の労働者の立場か
らすれば，労働組合によって生活が守られること
のない人びとの増加を意味する。他方，労働組合
の組織にとっては，組合員数の減少は収入である
組合費の減少にともなう組合財政の悪化を単組，
産業別組織，ナショナルセンターの全階層にもた
らし，組織率の減少は国の審議会などにおける発
言力の低下をナショナルセンターにもたらしかね
ない変化となる。
　労働組合側は組織人員の縮小を受け入れるので
はなく，組織の拡大を方針として掲げてきた。例
えば，ナショナルセンターのうち組織人員が最大
の連合は，2020 年までに「1000 万人連合の実現」
をすることを 2011 年に提起している。連合の組
織人員は 1989 年の結成時には 789 万人であった
が，その後，減少を続け，現在は 682 万人にまで
落ち込んでいる。連合は上記方針を実現するため
に策定した「1000 万連合実現プラン」において，
組合組織の縮減の背景として，以下の 8 つの項目
をあげている 1）。
① 多くの労働現場で企業の分社化や再編，海外
移転などが多発したことによる正社員組合員
の激減
② 景気回復のなかでの労働の担い手としての非
正規社員の登用の進行
③ 定年退職再雇用者に対する組合継続加盟への
取り組み不足
④若年者の離職率の高まり
⑤組合への無関心層の増加
⑥ 個別紛争時の金銭解決手段の簡素化による組
合加入意識の低下
⑦多様な雇用形態に対する組織化への対応不足
⑧  100 人未満の中小地場の組織化への体制不備
や役員の力量不足
　ここで取り上げられている背景のうち，⑧に関
しては近年に限られた理由とはいえないが，それ
以外の①，②，③，⑦は，グローバル化や非正規雇
用の拡大など企業経営における変化によるものと
いえ，④，⑤，⑥は，雇用や労働組合をめぐる人び
との意識における変化によるものと整理できる。
ⅰ）企業経営における変化の影響
　上記の項目のうち，①，②，③，⑦の企業経営
における変化は官庁統計によっても示されてい
る。先に取り上げた労働力調査では，雇用者数に
ついて雇用形態別（正規雇用労働者，非正規雇用
労働者）の人数も明らかにしている。これによる
と正規雇用労働者数に関しては 1997 年（3,797 万
人）までは増加しているが，それ以降は 2006 年
（3,319 万人）まで減少が続き，以降は，横ばいで
推移している。それに対し，非正規雇用者数は
2009 年前後のリーマン・ショックの時期を除き，
ほぼ一貫して増加している。その結果，雇用者数
に占める非正規雇用者の比率は，1990 年代はじ
めには 2 割程度だったものが，現在では 4 割近く
に迫っている。
　そして，雇用形態間における組織率の隔たりは
依然として大きい。労使関係総合調査（労働組合
基礎調査）では，パートタイム労働者の組合員数
と推定組織率 2）も公表している。非正規労働者
ではなくパートタイム労働者であることに留意す
る必要があるものの，直近の 2014 年におけるパー
トタイム労働者の労働組合員数は 97 万人，推定
組織率は 6.7％となっている。時系列でみると，
労働組合員数，推定組織率とも増加傾向にある。
他方，パートタイム労働者以外の労働者における
推定組織率は 21.3％である。［②景気回復のなか
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での労働の担い手としての非正規社員の登用の進
行］や［⑦多様な雇用形態に対する組織化への対
応不足］は，これらの官庁統計の結果によっても
うかがい知ることができる。
　また，［①多くの労働現場で企業の分社化や再
編，海外移転などが多発したことによる正社員組
合員の激減］に関しては，“正社員の縮減”では
なく，“正社員組合員の縮減”であることに注意
する必要がある。労働力調査でも示されているよ
うに，2006 年以降，正規雇用労働者数は大きく
は減っていない。企業別組合が基盤となる日本の
労働組合の場合，企業の再編は労働組合組織の再
編に直結する。もちろん，企業の再編は分社化な
ど縮小方向のみに向かうわけではない。M ＆ A
のなかでは，労働組合のある企業が，労働組合の
ない企業を吸収するようなケースもある。一部に
は他企業の吸収の結果，組織人員を拡大している
労働組合もみられるが，一方で，労働組合の役員
からは「統合に組織化が追いついていない」とい
う話も聞かれる。
　“正社員組合員の縮減”は企業の分社化や再編，
海外移転がある民間部門にとどまっていないこと
にも留意する必要がある。公務部門においても，
例えば，清掃事業など現業部門の民間委託に関し
ても“正社員組合員の縮減”をもたらしている。
ⅱ）雇用や労働組合をめぐる人びとの意識にお
ける変化の影響
　連合の現状認識にもとづけば，人びとの組合ば
なれ（［⑤組合への無関心層の増加］）も組織率低
下の一因とされている。［⑥個別紛争時の金銭解
決手段の簡素化による組合加入意識の低下］に関
しても，広い意味では労働組合の存在意義の低下
にともなう組合ばなれといえる。
　ただし，この影響についても官庁統計における
動向を確認しておこう。厚生労働省が実施してい
る労使関係総合調査（労働組合実態調査）では，
概ね 5 年おきに労使コミュニケーションをテーマ
として取り上げている（1999 年，2004 年，2009 年，
2014 年の調査が該当する）。調査は事業所（労働
組合のない事業所も含む）を対象としたものと，
そこで働く労働者を対象としたものの 2 つが実施
されており，そのうちの労働者調査では労働組合
の必要性をたずねた設問がある。選択肢は，「是
非必要である」，「どちらかといえば必要である」，
「どちらかといえば必要ではない」，「必要ではな
い」の 4 つである。
　結果について「是非必要である」と「どちらか
といえば必要である」とをあわせた「必要である」
の比率は，1999 年には 74.3％を占めていたが，
2004 年には 63.0％，2009 年には 54.5％へと低下
第 1 表　勤め先における労働組合の有無と労働組合の必要性に関する意識（％）
労働組合の有無
労働組合が
〈必要である〉の比率
勤め先に労働組合がある 勤め先に労働組合がない 必要である
うち勤め先に労働組合ありでの比率 うち勤め先に労働組合なしでの比率
2014 年 46.1 53.9 56.3 82.4 34.0 
2009 年 39.9 58.5 54.5 80.0 38.0 
2004 年 ― ― 63.0 ― ―
1999 年 56.7 42.1 74.3 ― ―
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したものの，2014 年（56.3％）にかけては低下傾
向が止まり，横ばいで推移していることが示され
ている（第 1表）。
　ただし，この結果については留意すべき点が 2
つある。1 つ目は，調査年によって回答者の労働
組合への加入状況に変動がある点である。勤務先
に「労働組合がある」の比率をみると，1999 年
には 56.7％であったが，2009 年は 39.9％，2014
年は 46.1％と調査年によるバラツキが大きい
（2004 年に関しては回答者自身の労働組合への加
入の有無しか設問していない）。2 つ目は，2009 年，
2014 年の結果をみる限り，労働組合の必要性に
関する認識は，勤め先における労働組合の有無に
より顕著に異なるという点である。2014 年の結
果をみると，労働組合があるという回答者におけ
る「必要である」の比率は 82.4％に及ぶが，労働
組合がないという回答者の場合には 34.0％に過ぎ
ない。勤め先に労働組合がない回答者の場合には
「必要でない」（25.6％）も 2 割台で，回答は「ど
ちらともいえない」（40.1％）に集まっている。
　まとめると，総計の結果をみる限りでは，1999
年から 2009 年にかけて「必要である」の比率は
20 ポイント減少しているが，同期間に，勤め先
に「労働組合がある」の比率も 17 ポイント減少
しており，必ずしも労働組合の必要性に対する意
識が減少しているとは言い切れない。そして，少
なくとも 2009 年から 2014 年の推移に着目すれば
労働組合の必要性をめぐる認識に大きな変化はみ
られない。
　確かに労働組合が独自に実施している組合員を
対象とした各種の調査からは，総じて若年層の活
動への関心や関わりの薄さが示されている。その
ような側面が組合員の範囲内での“組合ばなれ”
として指摘される。しかし，世間一般を対象とし
た厚生労働省の調査からは必ずしも組合への無関
心が拡大しているとも言い切れない。
3．組織運営における課題
　組織人員をめぐる状況からは，全体での組織人
員の減少と組織率の低下，そして，その減少，低
下の要因としての雇用形態の多様化など職場にお
ける変化があることについて確認してきた。連合
は組織拡大について「当面は，重点対象を①子会
社，②関連会社，③取引先企業，④その他企業」
と定めるとともに，「やはり，最も強く求められ
るのは各組織で足元を固めることであり，各単組・
企業グループ労連を中心に，企業内やグループ内
の組織率を高める取り組みである。同じ職場で働
いている非正規労働者の人びとを仲間だと思うか
どうか。」（鈴木 2013）ともしている。従来，労働
組合が主として組織対象としてきた企業，正規労
働者という枠組みを超えた取り組みが組織率の拡
大において必要となっていることが提起されてい
る。
　ただし，連合が掲げる「1000 万連合実現プラン」
は，ナショナルセンターであるがゆえの問題認識
に根ざした方針という側面もある。ナショナルセ
ンターの方針にもとづいて各企業やグループにお
いて，組織拡大の活動することになるのは，企業
別組合の役員である。本節では，その組合員に最
も近いところで活動している役員の属性や意識の
現状や動向から，労働組合の組織拡大における課
題を示すこととしたい。
　現状の把握にあたっては，労働調査協議会が
2014 年 10 月から 2015 年 3 月にかけて実施してい
る「第 4 回次代のユニオンリーダー調査」の結果
を参照している。調査は同協議会が労働組合に呼
びかけて実施しているもので，「5 ～ 10 年先の組
合活動を中心的に担うとされる組合役員」を対象
に調査票の配布を要請し，全体で 10,971 枚の有効
回収が得られている 3）。ただし，本稿では，時系
列比較のためにつくられた 1,036 件（39 歳以下，
支部の執行委員以上の役員）の結果を参照する。
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（1）　担い手の属性とその変化
　はじめに第 4 回調査における回答者の属性と時
系列での変化について確認をしておく。性別構成
では，「男性」が 87.5％，「女性」が 12.5％と「男
性」が大半を占める。学歴では〈大卒以上〉（62.7％）
が最も多く，これに「高卒」（27.0％）が続いて
いる。そして，職種は「営業・販売・サービス系」
（30.5％），「技術系」（26.2％），「事務系」（21.8％），
「技能系」（14.5％）の順になっている（第 2表）。
　これらの属性について，過去の調査と比べると，
性別では「女性」が増加し，学歴では「高卒」が
減少，〈大卒以上〉が増加，職種では「技能系」
の減少が目立っている。
　これらの変化のなかでも学歴構成の変化は顕著
である。第 2 回調査が行われた 2001 年の時点で
は「高卒」（45.7％）と〈大卒以上〉（42.9％）と
が拮抗していたが，その後，現在に至るまで，「高
卒」は 20 ポイント近く比率を減らしている。本
調査は，「5 ～ 10 年先の組合活動を中心的に担う
とされる組合役員」という要請のもと配布されて
いるため，対象者について厳密なサンプリングが
行われているわけではない。ただし，そのような
要請のもと配布されていることは，各回の調査に
おいて共通している。従来，労働組合の組織のな
かでは，管理職となるケースが相対的に少なかっ
た技能職（高卒者が多い）出身者が，執行部とし
て選抜され，より上位の役職に就くことが多いと
考えられていた。しかし，上記のような条件をつ
けても，現在では，〈大卒以上〉が多数を占める
のが現状となっている。調査報告でも示されてい
るように，労働組合の組織の担い手のなかでは，
組合役員の高学歴化，ホワイトカラー化という変
化が進んでいる。
（2）　組織の担い手の意識
　労働組合の担い手が変化しつつある。そのよう
な変化は，活動の担い手たちが考える労働組合像
の変化をもたらすことが考えられる。本節では，
若手組合役員の学歴別にみた特徴に着目したい。
　若手組合役員が組合役員を引き受けた理由をた
ずねた結果が第3表である。これによると，最も
多くあげられた理由は「接する情報が広がり視野
が開ける」（68.7％）で 7 割となっている。これが
トップにあげられることは学歴の違いを超えて共
通しているが，その比率は，高卒（63.9％），大卒
（69.3％），大学院修了（77.9％）の順に高学歴層
ほど高くなっている。同様に，「職場では身につ
けにくい能力の取得」（30.5％）も高学歴層ほどあ
げている理由である。他方，高卒層でより多くあ
げられている理由は，「出身職場の声を反映した
い」，「賃金や労働条件を改善したい」である。
　これらの点をふまえると，高卒層では労働組合
 第 2 表　次代のユニオンリーダー調査　回答者の構成 （％）
雇用身分 性別 学歴 職種
件数
正規社員・職員非正規社員・職員男性 女性 中卒 高卒 高専・専門学校卒短大卒 大卒 大学院修了技能系 事務系 技術系 営業・販売・サービス系
第 4 回（2014 年） 98.9 0.9 87.5 12.5 0.8 27.0 7.0 2.3 49.6 13.1 14.5 21.8 26.2 30.5 1036
第 3 回（2007 年） － － 88.8 11.1 － 38.4 7.7 3.0 39.6 10.7 18.2 27.1 28.9 21.0 961
第 2 回（2001 年） － － 91.7 8.3 0.5 45.7 10.8 － 37.7 5.2 23.2 26.2 33.5 7.3 1765
第 1 回（1995 年） － － 93.1 6.9 0.8 46.2 9.7 － 39.7 3.6 26.5 31.2 25.5 14.3 2077
出典）労働調査協議会「第 4 回　次代のユニオンリーダー調査」調査報告
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にとっての最重要の課題である労働条件の改善
や，“出身職場”という自らが属する集団のこと
が相対的に意識されているのに対し，大卒や大学
院修了層では，自分自身にとっての意義というも
のが相対的に意識されている。
　労働組合の組織決定と組合員個人との関わりに
関する意識にも違いがみられる。第 2図は，［組
合員である以上，組合からの協力要請に応えるの
は当然だ］という考え方への是非をたずねた結果
を示している。全体の結果では「そう思う」と「あ
る程度そう思う」をあわせた「そう思う計」（68.5％）
が約 7 割を占めている。ただ，この割合は学歴に
よって異なる。高卒の場合，77.1％が「そう思う計」
であるが，これが大卒になると 66.9％，さらに大
学院修了になると 57.4％に低下する。
　高学歴層の間では，労働組合の活動を担ってい
る組合役員であっても，組合組織と組合員との関
係についてより柔軟な見方が拡がっている。
　また，労働組合のあり方 4），社会のあり方につ
いてたずねた社会観 5）によると，まず，社会の
あり方では，「貧富が生じても機会が平等なら公
平」（32.2％）といった結果の不平等を肯定的に
捉える層は，高卒（24.3％）で最も少なく，大卒
（35.0％），大学院修了（43.4％）の順に高くなっ
ている（第 4表）。
　ここまでの結果をふまえると，若手組合役員の
 第 3 表　組合役員を引き受けた主な理由（3 つ以内選択） （％）
接する情報が広がり視野が開ける職場では身につけにくい能力の取得昇進や昇格に有利になる 賃金や労働条件を改善したい 差別・人事の不公平を撤廃したい出身職場の声を反映健全な労使関係を構築したい 社会や政治の変革につくしたいなんとなく面白そう世話役活動が好き職場の仕事にもの足りなさを感じることわる理由がないその他 無回答 件数
学 
歴 
別
第 4 回（2014 年） 68.7 30.5 5.3 15.6 14.5 23.0 8.7 1.5 16.9 7.0 7.2 32.4 10.5 0.2 1036
高卒 63.9 28.2 5.4 19.3 13.6 25.7 8.9 1.8 16.8 9.3 5.0 33.2 9.3 ･･･ 280
大卒 69.3 30.9 5.3 14.4 14.4 22.6 8.8 1.9 16.9 5.8 8.6 33.9 9.9 0.2 514
大学院修了 77.9 36.8 5.1 8.1 13.2 17.6 7.4 0.7 20.6 7.4 7.4 31.6 11.8 ･･･ 136
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そう思う　　　　 ある程度そう思う あまりそう思わない　　　　　　　 そう思わない　　 無回答　　　　　
15.4
21.4
13.6
6.6
53.1
55.7
53.3
50.7
26.1
19.6
26.7
36.0
4.
9
2.
9
5.6
6.6
0.
5
0.
4
0.
8
－
第４回（2014年）  
高卒  
大卒  
大学院修了  
第2図 ［組合員である以上、組合からの協力要請に応えるのは当然だ］に対する考え方
そ
う
思
う
あ
る
程
度
そ
う
思
う
いあ
ま
り
そ
う
思
わ
な
そ
う
思
わ
な
い
無
回
答
件
数
1036
280
514
136
そ
う
思
う
計
68.5
77.1
66.9
57.4
そ
う
思
わ
な
い
計
31.0
22.5
32.3
42.6
第 2 図　［組合員である以上，組合からの協力要請に応えるのは当然だ］に対する考え方
労働調査協議会「第 4 回　次代のユニオンリーダー調査」調査報告　集計表より作成
160
うち高卒層は，大卒以上の層に比べ，集団的な意
志決定を尊重し，かつ，公平や平等といった価値
を重視する姿勢が強い。
　しかし，労働組合の活動領域に関する設問から
は，もう 1 つの側面がみえてくる。例えば，労働
組合の守備範囲について「組合員の雇用労働条件
に専念すべき」での賛否では，高卒での賛成が
80.0％におよぶのに対し，大卒（66.0％）や大学
院修了（72.8％）は 7 割前後である。高卒層に比
べて大卒以上層は，労働組合が守るべき労働者の
範囲について，より柔軟な考え方を有している。
　労働組合が企業内の組合未加入の非正規労働者
に組織化のアプローチしていくことは，組合役員
が従来の枠組みやメンバーシップを超えていくこ
とを意味する。大卒以上層の場合，労働組合につ
いて集団主義的な考え方が弱く，同時に，労働組
合が形成してきた企業内における雇用形態間の壁
の存在をも相対的に捉えている。ただし，壁の存
在を相対的に捉えつつも，公平や平等といった価
値はあまり重視されていない。他方，高卒層の場
合，公平や平等といった価値は重視しているもの
の，組合における既存のメンバーシップを重視し，
雇用形態間の壁はむしろ肯定的に捉えている。
　労働組合の若手役員の意識をめぐっては，高卒
層の間で，メンバーシップを重視する見方と平等・
公平重視の姿勢が結びつく一方で，大卒以上層で
は，メンバーシップに対する相対的な見方と成果
主義的な姿勢が結びついている。
4．お わ り に
　労働組合員の減少，そして，組織率の低下が進
むなかで，労働組合のナショナルセンターを中心
に非正規労働者の組織化をはじめとした組織拡大
の取り組みが呼び掛けられている。しかし，若手
組合役員を対象にした調査の結果によれば，総じ
て現行のメンバーシップを見直すことは否定的に
捉えられている。両者の考え方の乖離は小さくは
ない。
　一方で，労働組合の担い手の間では，高学歴化，
ホワイトカラー化が進む。若手組合役員のなかで
主流となってきたこの層は，既存の組合のメン
バーシップをより柔軟に捉えている。ただし，そ
れまで労働組合が大切にしてきたような公平や平
等という価値は絶対視していない。
　組織決定には距離をおいて接するが，柔軟な捉
え方を志向する労働組合の新たな活動の担い手の
拡大は，組織の凝集力を低下させる可能性がある
が，同時に，環境変化に対する組織の対応力を高
める可能性も有しているといえる。労働組合に
とっては，職場をめぐる環境の変化と，担い手の
 第 4 表　労働組合や社会のあり方について （％）
労働組合のあり方 社会のあり方
件
 数
組合員の雇用労働条件に専念すべき労働条件改善は賃上げ中心にすべき女性枠を設け女性役員を増やすべき特定政党と協力関係を維持するべき企業の枠を超えた連帯を重視すべき極力組合員の意見を吸い上げるべき賃金等は成果や業績を基準にすべき転職しやすい社会をめざすべき貧富が生じても機会が平等なら公平裁量労働などの範囲を拡大すべき所得再分配で格差を小さくすべき個人負担増でも社会保障を充実する非正規の雇用確保等に取り組むべき
第 4 回（2014 年） 71.6 41.4 22.9 21.5 58.9 66.5 46.0 25.3 32.2 18.6 36.1 38.1 21.2 1036
高卒 80.0 47.9 24.3 30.4 57.9 70.4 41.4 23.9 24.3 17.5 38.6 31.4 19.3 280
大卒 66.0 37.7 23.3 19.5 59.3 65.4 44.6 24.5 35.0 18.9 35.8 42.2 22.2 514
大学院修了 72.8 39.0 24.3 12.5 61.8 59.6 55.1 28.7 43.4 23.5 26.5 39.0 19.1 136
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変容の両方を見据えつつ，次代を担うユニオン
リーダーを育成していくことが，重要な課題と
なっている。
1）　「1000 万連合実現プラン」については，独立行政
法人労働政策研究・研修機構のメールマガジン（2012
年 6 月 1 日）にまとめられている。
2）　パートタイム労働者とは「正社員・正職員以外で，
その事業所の一般労働者より 1 日の所定労働時間が
短い者，1 日の所定労働時間が同じであっても 1 週
の所定労働日数が少ない者又は事業所においてパー
トタイマー，パート等と呼ばれている労働者」と定
義されており，フルタイムの非正規労働者は含んで
おらず，逆に，正規労働者に含まれる短時間労働者
を含んでいる。
3）　同調査は 10 の単産・単組を通じて，調査票が配布・
回収されている。なお，筆者は調査票の検討などを
行った労働調査協議会の企画委員会に参加している。
4）　労働組合のあり方については，6 対の対称的な考
え方を示し，そのどちらに賛成かをたずねる形式で
設問している。6 対の考え方は以下のとおりである。
［組合員の雇用・労働条件確保の取り組みに専念す
べきだ］対［未組織労働者のためにも活動すべきだ］，
［労働条件改善の取り組みは賃上げを中心にすべき
だ］対［賃上げ以外の課題に重心を移すべきだ］，［女
性枠を設けるなどして，女性役員の人数を増やすこ
とを優先すべきだ］対［女性を男性と区別せずに，
組合役員にふさわしい人材に育てることを優先すべ
きだ］，［政策制度の実現のためには，特定の政党と
の支持・協力関係を維持するべきだ］対［特定の政
党にこだわらず，政策の中身に応じて，その都度支
持・協力関係を持つ政党を選ぶべきだ］，［企業別組
合の枠を超えた横のつながりや連帯を重視すべき
だ］対［企業別組合の枠内での活動に専念すべきだ］，
［組合運営にあたっては，極力組合員の意見を吸い
上げて反映するよう努力すべきだ］対［組合運営は，
執行部がリーダーシップを発揮して，組合員を引っ
張っていくべきだ］。表には一方の考え方への賛成
の比率のみ掲載している。
5）　社会のあり方については，7 つの考え方を取り上
げ，それぞれへの賛否をたずねる形式で設問してい
る。調査票における表記は，順に，［賃金や処遇は
年齢や勤続年数に関係なく，もっぱら成果や業績を
基準にすべきだ］，［雇用が不安定になっても転職し
やすい社会をめざすべきだ］，［結果として貧富の差
が生じたとしても，機会の平等さえあれば公平だ］，
［裁量労働など，労働時間を自己管理し賃金は時間
と関わりなく支払われる労働者の範囲を拡大すべき
だ］，［所得の再分配を通じて，格差をより小さくす
ることが重要だ］，［税などの個人負担を増やしてで
も社会保障を充実すべきだ］，［正規労働者は自らの
雇用や処遇を見直してでも，非正規労働者の雇用確
保や処遇改善に取り組むべきだ］である。
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